日銀業第４号
２０２２年１月１９日
日本銀行本店と取引
を有する金融機関等　　御 中

日本銀行業務局
営業業務課
営業業務グループ

残高証明願の提出方法等に関するアンケートへのご協力のお願い

当座勘定関係事務等の各種事務につきましては、平素格別のご高配を賜り、　厚く御礼申し上げます。

さて、日本銀行業務局では、新型コロナウイルス感染症を巡る状況を受けた金融機関等の皆様からのご要望を踏まえ、本店業務局・支店業務課と金融機関等との間の諸取引にかかる書面等について、非対面で授受することを可能とする取組みを進めております。
（※1）詳細は以下のＨＰをご覧ください。
日本銀行ＨＰ（https://www.boj.or.jp/）―「業務上の事務連絡」―「ピックアップニュース」（【日本銀行（業務局・支店業務課）との諸取引にかかる書面等授受の非対面化関連】）

このうち、残高証明願（※2）につきましては、「残高証明関係書類の郵送による授受への協力依頼」（２０２１年８月２７日付日銀業第４５４号）のとおり、郵送による提出（※3）をお願いしましたところ、２０２１年１０月時点（上半期末分）では、約７割の取引先金融機関より郵送でご提出いただいております。今般、３月決算期末の残高証明願が増加する来年度初に向けて、改めて郵送による提出をお願いするとともに、日本銀行業務局に依頼する残高証明願の提出方法等につきアンケート調査を実施することとしました。
（※2）残高証明願の書式および「記入上の留意点」は以下のＨＰをご覧ください。
日本銀行ＨＰ（https://www.boj.or.jp/）―「業務上の事務連絡」―「日銀ネット関連」─「日本銀行（業務局・金融市場局・支店業務課）との諸取引にかかる提出書類」─「残高証明関係」
（※3）各証明願は、日本銀行が捺印して残高証明書として回付しますので、電子メールによる授受はできない点、ご理解いただきますようお願いします。

つきましては、ご多用中恐れ入りますが、別紙アンケート（※4）にご記入のうえ、２０２２年２月４日（金）までに、以下の＜アンケート送付先および本件に関する照会先＞に記載のアドレスまで電子メールでお送りいただきますよう、よろしくお願いいたします。
（※4）アンケート回答票（Excelファイル）は（※1）のＨＰに掲載しています。
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本件に関し、ご不明な点等ございましたら、以下の照会先まで遠慮なくご照会ください。
以　　上＜アンケート送付先および本件に関する照会先＞
日本銀行業務局営業業務課営業業務グループ（TEL：03－3277－2954）
＜E-mail＞post.od9@boj.or.jp

